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PHILIPPE KRAKOWSKY（フィリップ・クラコフスキー）
INTERPUBLIC会長兼 CEO

社員の皆様へ

当社は長年にわたり、倫理を守り、説明責任を果たすと
いう公約を掲げています。したがって、社員間はもちろ
ん、クライアントや取引先と交流、やり取りする際には、
常に倫理的な判断をすることが当社の全社員に求められ
ています。「信頼」と「責任」は、この公約を支える重要
な柱であり、この 2つの価値は当社社員個人の事業活
動はもちろん、企業としての事業活動も特徴付ける価値
である必要があります。

当社の行動規範は、当社が誠実かつ公正に事業活動を
遂行するために定められた基準と手順をまとめたもので
す。基本原則を定め、職場において難しい問題が生じた
場合の対応方法について実践的なガイダンスを提供する
当社の行動規範は、事業活動において私たちが最高水
準の道徳的基準を守るために役立ちます。

特に当社のように規模の大きい企業においては、誠心誠
意を持って行動していても、ミスが起きることや、判断を
誤ることがあります。従って、当社の行動規範には、社
員の皆様が倫理に関する懸念がある場合に、報告するた
めのいくつかの手段がまとめられています。報告は必要
に応じて匿名で行うことができます。

前述の 2つの価値と同様に重要なことがあります。それ
は、当社が公平性と透明性を推進し、実現させるため主
体的に取り組んでいる企業だということです。特に当社

が注力して取り組んでいるニーズが、インクルーシブな職
場作りです。すなわち、すべての社員の皆様に平等な機
会が与えられ、誰もが自らの職務において成果を出すこ
とができるリソースが確保された、多様性を受け入れる
職場作りです。当社の多くの方針同様、本行動規範もま
た、私たちがDEI（多様性、公平性、受容）の目標を確
実に達成する上で重要な役割を担っています。

社員の皆様には、本行動規範を読み、本行動規範の価
値観に従っていただきますようお願いいたします。本行動
規範についてご不明点がある場合や、ご自身が直面して
いる状況についてご質問がある場合は、直属の上司、ご
属支社の人事パートナーまたは当社の法務部までお問い
合わせください。

全社員が協力して取り組み、当社の価値を体現する企業
文化を育むことにより、当社は企業として成功し続けるた
めに最善の環境を作ることができます。当社の企業とし
ての成功に貢献するために、社員の皆様一人一人が与え
られた役割を果たし、貢献してくださっていることに、心
よりお礼を申し上げます。

Philippe Krakowsky（フィリップ・クラコフスキー） 
Interpublic会長兼 CEO

CEOからの手紙
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行動規範に従う

IPGの創造性とモラル、道徳水準の高さには定評が 
あり、私たちはその評判を誇りとしています。私たち 
は健全かつ公正なビジネス倫理を厳格に維持し、 
当社、代理店、子会社、および関連会社全体で共有 
する一連の価値観に従うことにより、この評判を築い
てきました。この行動規範（Code of Conduct）
はすべての業務取引において引き続き透明性と誠実
性を約束する、私たちのメッセージでもあります。 
この行動規範において、「IPG」（「Interpublic」）は、
Interpublic のネットワーク全体、また該当する 
場合は、あなたを雇用する代理店・「事業部門」を 
意味します。

行動規範は、私たちが直面するすべての倫理的問題
を取り上げたり、全 IPG事業に適用されるあらゆる 
法律および方針を網羅するような、包括的なものでは 
ありません。むしろ行動規範は、すべての IPG社員、 
役員、取締役が日々の活動において、これまでも、 
また今後も期待される一般的な行動基準を具体的に
示しているのです。これらの基準は、共同作業を推進 
し、成長していくための関係者との対話のあり方に 
関する、私たちの指針となるものです。また、疑問や
懸念が生じたときには、行動規範は大切なよりどころ
となります。私たちは全員、行動規範の順守について
毎年証明することが求められます。

私たちは各々、自分の特定の職務に適用される 
方針、手順、法律についてしっかりと認識し、従わ 
なくてはなりません。法律および規制は複雑で、 
改正もあり、しばしば国ごとに異なっています。
IPGの方針も変更されることがあり、また地域に
よっても異なります。該当する最新の方針の多くは、
http://inside.interpublic.com の Interpublic
標準方針および手順（SP&P）にてご覧いただけます。
ある行為が合法的なのか、あるいは倫理にかなって 
いるかどうかを判断するにあたって、さらに支援が 
必要な場合は、IPG法務部までご相談いただくか、
または「助言を求め、違反の可能性について報告する」
の章に記載されている資料の1つを参照してください。

私たちは供給業者、コンサルタント、フリーランサー、
その他の提携先にも Interpublicの価値観と倫理
基準の共有を求め、彼らが IPGのために行う業務に
おいても本規範の順守を求めます。取引先がこれら 
の基準を満たしていないことに気付いた場合は、 
その状況について報告してください。詳細については、
「グローバル調達購買方針」（SP&P 380）、「供給業者
に関する行動規範」（SP&P 382）、および「第三者
による仲介」（SP&P 310）を参照してください。

http://inside.interpublic.com
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IPGは常にオープンなコミュニケーションを促進し、
行動規範を順守するため規範の明確化が必要な場合
は、助言を求めるよう全従業員に奨励しています。

助言を求め、違反の 
可能性について報告
する



報復の否定
いかなる状況においても、誠実な報告を行っ
たがために報復を受けるようなことはありま
せん。「誠実な」報告とは、所持する情報
のすべてを正直に伝える報告を意味します。 
また、いかなる場合においても、政府や政府 
機関に対する適用法律や規制の違反の 
可能性に関する情報を報告したことに対する 
報復を受けることはありません。またその
ような報告について、あなたが行う意図が
ある、あるいは報告を行ったことについて、 
IPGに通知する必要はありません。

報復を受けていると感じた場合は、本章の 
上部に記載した担当者まで連絡してください。 
誠実な報告や調査活動への参加の結果、 
または政府や政府機関に対し適用される 
法律または規制に対する違反の可能性に 
ついての情報提供を受けた結果、社員への 
直接的または間接的な報復を行った者は、
懲戒処分の対象となります。
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毎日の業務の中で、正しい行動方針があいまいになることがあるかと思い 
ます。あなたの分別とこの行動規範、そしてこの他の Interpublicの方針 
を参考にすれば、十分な指針となる場合もあるでしょう。複雑な問題の 
場合は、助言を求めてください。

ガイダンスを求めるには、まずご自身の直属の上司までご相談ください。業務 
上の問題を解決するには、実際に会って話し合うことが最善の方法となる 
ことが多々あります。

上司と話をするのに抵抗がある場合、あるいは相談した後もなお懸念が 
残る場合は、ご自身が信頼する別の上司、または下記のいずれかの担当者
までご相談ください。

― 現地の人事部長 
― IPG人事部 
― IPG法務部 
― 最高リスク管理責任者

本規範、IPG方針、その他の適用法規への違反を伴う状況に気付いた
場合は、上記の担当者までご報告ください。当社規定および現地法に
従って、Alertline（米国内からは 1-800-828-0896）またはウェブ
フォームから報告することもできます。別の国や地域から電話する場合は、 
http://inside.interpublic.comでローカルアクセスコードを調べてくだ
さい。法が許す限り無記名で報告することもできます。無記名の報告では、
問題の調査活動にあたる IPGの能力に限界が生じる可能性があることを 
ご了承ください。

レポートはすべて迅速かつ徹底的に調査検討され、必要であれば適正な 
是正措置や懲戒処分が講じられます。要請があった場合、報告者はレポート 
の調査活動への参加を求められます。調査活動の結果は、法の許す限り、 
報告者に事後報告を行います。

詳細は「財務上の不正行為についての報告」と「IPG Alertline 規程」
（SP&P 550、556）を参照してください。

助言を求め、違反の可能性について報告する
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管理職へのより大きな期待

IPGの管理職は、発言と行動の両面におい
て、前向きな業務環境を作り出すための
努力をしなくてはなりません。管理職は 
倫理的な模範となり、常に IPGの価値観
を示すことが求められます。管理職はまた、 
行動規範と道徳的行為の重要性を社員、 
提携先、供給業者、コンサルタント、フリー
ランサーを含む周囲の関係者へ伝えなくて
はなりません。

管理職は、社員がコンプライアンスや倫理
に関する懸念を相談し、助けを求められる
ような業務環境を作り上げるよう努力しなく
てはなりません。管理職はまた、行動規範
や IPG規程の文面またはその精神に違反
するような、あるいは Interpublicの評判 
を落とすような行為ならびに状況に対する
注意を怠ってはなりません。

かかる状況の対処にあたって、管理職は素
早く行動することが大切です。非道徳的な
状況またはその疑いがある状況について
報告を受けた管理職は、現地の人事部長、 
本社人事責任者、IPG法務部または最高
リスク管理責任者へ直ちに通知し、その 
問題の解決にあたる必要があります。

不正行為について知っていた、または知って 
いたはずの管理職が速やかな報告と是正措
置を怠った場合は、懲戒処分の対象となり 
ます。管理職は、IPGのために最善を尽く
した人への報復行為をいかなる場合も行っ
てはならず、また許してもいけません。管理 
職には IPGの報復を決して許さないという 
原則を周囲へ明確に伝達することが求め 
られます。

懲戒処分
私たちは最高水準の誠実性を維持するため
に、行動規範ならびに IPGの方針および
手順、適用法規の順守に真剣に取り組ま
なければなりません。これを怠ると、最悪
の場合で解雇となる懲戒処分を含む、重大
な結果につながるということに留意してくだ 
さい。

懲戒処分の程度は、違反状況により異なり
ます。すべての懲戒処分は、IPGの方針、
慣例、および法律に従って、一貫した形で
行われます。

担当の規制当局が、IPGならびに過失の
あった個人に対し、罰金、刑事罰または、
民事上の罰則を課す可能性がある点にも 
留意してください。

助言を求め、違反の可能性について報告する
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当社は創造性を育み、共同作業を奨励し、成長を
促す一体感のある職場環境を常に目指しています。 
また当社は全社員を、公正さと尊厳と敬意を持って
遇することを目標としています。

大切な人材について
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尊重に関するQ&A

質問 :

Mark は自分のチームで毎週行う 
ランチミーティングに参加しており、 
食事は代理店に提供してもらって 
います。Markは宗教上の理由から 
完全菜食主義用のランチをお願い 
しました。彼の上司はそれを笑いから
かいました。Markは傷つき困惑して
います。次回のミーティングの食事に
は、まだ完全菜食主義用のメニュー
を頼んでいません。Markはどうする
べきですか ?

答え :

Mark は上司のコメントについて、
彼が信頼する上司、現地の人事部
長、IPG人事部、IPG法務部または 
最高リスク管理責任者、もしくは
Alertline にすぐ報告すべきです。
Markの上司のコメントは不愉快で
IPGが容認できないものです。

差別

IPGはクリエイティブで多様性に富む人材
のおかげで成功を収めてきました。さまざま 
な経歴、考え方、能力を有する人々がいる
ことは、全体として Interpublicを富ませ、 
各人が優れた活動を行う助けとなってい 
ます。だからこそ私たちは、公平な雇用機
会と公正な待遇を約束しなければなりま 
せん。すべての採用決定は業務関連の能力
に基づいて判断し、人種、肌の色、性別、年齢、
出身国、宗教、信条、性的指向、性別 
認識、婚姻形態、市民権、障害、退職軍人 
の地位などの法的保護身分に基づき行って 
はなりません。また、いかなる法的保護 
身分についても差別待遇を行ってはなりま
せん。そのような行為は決して容認できず、
互いを公正に扱うという IPGの方針および
責任に反します。詳細は「ハラスメント防止
ならびに雇用機会均等規程」（SP&P 400）
を参照してください。

違法な差別が行われていることを知って 
いる場合や、疑っている場合はすぐにその 
状況を信頼する上司、現地の人事部長、本社 
人事責任者、IPG法務部または最高リスク
管理責任者、あるいは Alertlineに報告 
してください。誠実な報告を行ったために
あなたが報復を受けることは決してない 
ことを覚えておいてください。

多様性の尊重
当社は各人が持ち寄るさまざまな才能と 
能力を組み合わせ取り入れることにより 
多様性を大切にし、成長を促進する協力的
な環境を築いています。Interpublicは 
業界で初めて国際的多様性と一体化のため
の事務局を設立し、当社におけるこれらの 
活動を支援してきました。引き続きこの 
重要な活動を主導していきます。

国連グローバル・コンパクト参加企業として
IPG は、人権保護と差別撤廃を支援しま
す。当社は国際労働機関（ILO）の差別待
遇および同一報酬に関する条約を尊重しま
す。

大切な人材について
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ハラスメントに関するQ&A

質問 :

シ ニ ア ア ナ リ ス ト の Sally は、
Facebook 上に同 僚 や友 人との
チャットグループを持っています。
Sallyは勤務中に撮ったMelissaの
写真でGIF画像を作成し、それを送っ
てMelissa の宗教的な服装をから
かっています。チャットグループのほと
んどのメンバーはその画像を面白がり
ましたが、Melissa 本人は傷ついて 
います。Sallyのジョークはハラスメ
ントですか ?

答え :

Sallyの行為は、ハラスメントと見な
される可能性があります。なぜなら 
それはMelissaにとって（またほか 
の気を悪くしたすべての人にとって）
敵対的な職場環境を作っていると 
言えるからです。Sally はおそらく、
ジョークで誰かの気を悪くさせる 
つもりはなく、友人や同僚との個人的 
なチャットグループなので、皆に言っ
ても構わないものと考えているの 
でしょう。もしMelissa自身が気兼 
ねしないのなら、彼女はこの状況を 
Sally に話すべきでしょう。もし
MelissaがSallyと話したくない場合、 
または話したのに Sally が止めない
場合、彼女は自身の懸念を信頼する上
司、現地の人事部長、本社人事責任者、
IPG法務部または最高リスク管理責
任者あるいは Alertlineに報告する
べきです。

ハラスメント
私たちはまた、法的保護身分に基づいた違法
なハラスメントをはじめ、肉体的、視覚的、
口頭による職場での違法なハラスメントを
避けなければなりません。IPGは、どの地域
においてもこの行為を許しません。「ハラス
メント」には、他人の業績にむやみに干渉
する意図や結果を持つ行動や、侮蔑的、威圧
的または敵対的な職場環境を作るものなど
が含まれます。ハラスメントは多くの場合で
パターン的な行動ですが、一言、一行為が
許容しがたく違法なハラスメントになること
があります。

あなたがハラスメントを受けている場合、 
または誰かほかの人がハラスメントを受けて
いたり、またはその恐れがある場合は、すぐ 
にその状況を信頼する上司、現地の人事部
長、本社人事責任者、IPG法務部または 
最高リスク管理責任者あるいは Alertline
に報告してください。誠意ある報告を行った
ために報復を受けることはありません。詳細
は「ハラスメント防止ならびに雇用機会均等 
規程」（SP&P 400）を参照してください。

大切な人材について

「...互いに敬意を持ち支え
合う職場で、すべての従業
員が気持ち良く過ごせるよう
約束します。これは現地法
に違反する以上の問題が
あります。私たちは一体化
を高水準で推進するべく努
めています ...ハラスメント
や許されない違反行為から
解放された環境で働いて 
こそ、最高のパフォーマンス
を発揮でき、クライアント
に対して最も効果的な対応
ができるのです」

―IPG会長兼 CEO 

MICHAEL ROTH（マイケル・ロス）

IPG行動規範（第4.0版）― P 12
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職場の安全と衛生
当社は高いレベルの安全性と社員の保護を
約束しています。私たち各人は、職場の安全 
のため策定された IPGの安全手順と適用
法規に従うことにより、この約束を果たす
責任があります。安全ではない職場状況に
気付いた場合は、上司にその状況を直ちに
報告してください。

安全な職場を守るために、どのような形態
のものであれ、暴力を許したり使ったりして
はなりません。「暴力」には、暴力行為や 
その脅し、脅迫や他人に恐怖感をしみ込ま
せようとする行為が含まれます。実際のまた
は潜在的な職場での暴力を見聞きした場合
は、直ちに報告してください。誰かが今まさ 
に危険な状態にあると考える場合は、地域
当局に連絡してください。詳細は「武器と
職場暴力規程」（SP&P 417）を参照して 
ください。

安全な職場を提供するという当社の公約の
一貫として、私たちにはすべての IPG事業
を、業績を損なう恐れのある薬物の影響
が全くない環境で行うよう求められます。 
これにはアルコール、違法薬物、規制薬
物、また一部の例では処方薬を含みます。
さらに職場での違法薬物または処方薬の 
販売、製造、流通も許されません。これらの 
規則は常に、全社員ならびにすべての IPG
施設で例外なく適用されます。認可された 
IPGイベントにおける適度な酒類の消費は
許容されますが、その場においても、業務
の遂行上必要な判断力や能力を損なっては
ならず、そのほかのすべての IPG規程が 
適用されることを忘れないでください。詳細
は「薬物乱用方針」（SP&P 401）を参照して
ください。

個人的関係
チームとして成功するには、私たちはお互い 
を公正に扱わなくてはなりません。この 
ことから、私たちは、健全で客観的な業務
判断を行う私たちの能力を害する可能性の
ある職場での個人的関係を持つことを避け
るべきだと考えています。これは、私たち
は家族や親しい友人、恋人に対する、直接
的な意思決定権限をもってはいけないこと
を意味します。家族や親しい友人、恋人と
の間では間接的な上下関係も奨励できま 
せん。誤解されるようなことも避けるよう 
注意してください。そのような状況が発生 
したら、速やかに開示してください。開示を 
怠った場合、懲戒処分が講じられることも
あります。

大切な人材について
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IPGは世界の企業市民としての責任を真摯に果たし
ます。それゆえ私たち各人は、常に地域社会における 
積極的な市民となり、誠実な行動により国際法の 
順守を目指すべきです。

地域社会について
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環境管理責任
当社の地域社会への公約は、私たちの仕事
が環境に与えるマイナス影響を最小化する 
ために懸命に努力することです。これは、私
たちが事業のあらゆる場面において、適用
される環境関連の法律や規制をすべて順守
する必要があることを意味します。私たちは
また、かかる法的要件を越えて環境を考慮
した原則を満足させるべく、リサイクル計画 
やエネルギー消費指針などの実施に努めて
います。私たちは全員、環境を尊重し、環境 
配慮における業界リーダーを目指すという
IPGの目標実現のために努力していかなく
てはなりません。

地球環境への配慮
私たちは社会的責任を真摯に受け止め、環境 
に優しい形態で私たちの事業を成長させてい
くことを約束します。多様性、環境管理責任、
現地の事業開発は最重要なことであり、私
たちは環境に対する私たちの責任を果たす 
新しい方法を常に探し求めています。私たち
の企業市民責任プログラムは、グループの 
ほとんどすべての会社で行われており、私 
たちが企業市民として、また地域社会のメン
バーとして自分たちの価値観を実行していく
継続的活動例の1つです。

地域社会への参画

IPGは私たちが生活し、仕事する地域社会
における生活に積極的に参加するよう私たち
全員に奨励しています。私たちは同僚や隣人 
の生活の質を改善するプログラムに参加し
後援することで、この目標を実現することが
できます。しかし、慈善組織への寄付やその 
ほかの参加については、同僚に圧力を加え
たり強制したりしないよう注意を払わなくて
はなりません。

供給業者の多様性
Interpublicの社内および提携先において 
多様化と一体化を推進するのは、私たちの 
基本原則の1つです。この公約の重要な部分 
は、私たちの地域社会とクライアントの多様 
性を反映させている企業と密接に仕事を 
していくという姿勢です。このため私たちは
積極的に、能力が高く信頼のおける、多様化 
に配慮した事業者を探し、業務機会を提供
しています。

当社は環境への配慮と環境管理責任への 
私たちの公約を共有できる供給業者のみを
求めています。当社は、供給業者に対しても、
環境に配慮する規定を採用するよう奨励して 
います。さらに、可能な限り現地の供給業
者を支援する機会を探しています。地域社会
の経済発展に務め、交通輸送による環境へ
の影響を最小化したいという考えです。

地域社会について





IPG行動規範（第4.0版）― P 18

私たちは、すべての業務記録、行動、決定に説明責任 
を持たせることにより、株主のために会社を成長させる
よう専心しています。

透明性について
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利益相反
利益相反は、私たちの個人的または家族の
利害が、Interpublicの立場に立ち健全な
ビジネス上の判断を行う私たちの能力を阻
害するような状況、またはそうすると思わ
れる状況で発生します。このような状況は、 
たとえそれが見かけだけであっても避けねば 
なりません。外見上の利益相反は、現実の
利益相反と同じぐらい、公明正大を社是と
する IPGの評判を落とすものとなりえます。

単に利益相反があるだけでは行動規範への
違反になるとは限らず、利益相反の開示を行
わないことが違反になる点に留意すること 
が重要です。現実または外見上の利益相反
が存在すると考える場合は、行動規範に添
付されているコンプライアンス・レポート・ 
フォームを使用して、速やかに報告してくだ
さい。

本章では、利益相反が起こりうる一般的な
状況についていくつか説明します。該当する 
事例が書かれていない場合は、あなた自身 
の利益を IPGの利益より優先させた場合
にあなたが責められるかどうかを自分自身 
に問うてみてください。それでも分から 
なければ、状況を開示してください。詳細
は「関係者および利益相反に関する規定」
（SP&P 557）を参照ください。

家族や友人が勤める会社との取引
利益相反は、あなた、あなたの配偶者、パー
トナー、親戚、その他の世帯の一員が個人
的にかかわっている会社が現在または今後、
IPGの供給業者、クライアント、請負業者、
競合他社となる場合に生じます。あなたの
配偶者、パートナー、親戚その他の世帯の
一員が供給業者、クライアント、競合他社 
に勤めている場合は、そのような状況を 
コンプライアンス・レポート・フォームで 
開示してください。

IPGにおけるあなたの立場を、入札プロ 
セスやクライアント候補または供給業者候
補との交渉において決して利用してはなりま
せん。供給業者選定に直接的にかかわり、 
潜在的利益相反を有する場合、その旨を 
上司に速やかに告げて意思決定プロセス 
から外してもらってください。

当社の株主
各人が IPGの代表として責任を持って業務
にあたり、あらゆる規制や法律を順守しつつ 
株主の価値を高めることが期待されます。
行動規範では、適用される法律や規制を 
順守し、業務取引全般において IPGの利益 
を保護する共同責任を定めています。

透明性について
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社外雇用と活動
時として社外で働くことが利益相反を起こ
す場合があります。IPGにおける業務遂行
能力に支障をきたすような別のポストでの
業務に就くことは許されません。また、別
会社の業務を IPG社内で勤務中に行うこと
や、IPGのリソースを使用すること、IPG
の業務時間中に行うことも許されません。
何らかの形で業務に影響するような社外
の業務に就くことを検討中の場合は、まず 
ご自身の上司までご相談ください。当社の
社員には、IPGの供給業者または競合他社
での社外就業は一切許可されません。

ほかの企業の取締役会や類似の組織のため 
に働くには、自分の事業部門の最高経営 
責任者と IPG法務部の事前の承認を必要
とします。

積極的な市民として、非営利団体や地域 
組織の役員として地域社会に資することは
推奨されています。これは、業務遂行能力 
に支障をきたさない限り、事前の承認を 
必要としません。

業務上の案件
社員には業務を通じて、またはクライ 
アントや供給業者、請負業者、コンサル 
タント、その他の提携先との接触を通して、
Interpublicが関心を持つ可能性のある 
購入案件や投資案件について知る機会が 
あるかもしれません。IPGがそれらの案件
について評価する機会を持ち辞退するまで
は、あなたは個人的にその案件について検討 
してはなりません。IPGが選択肢について 
評価する十分な時間を割けるよう、投資 
案件については上司や経営企画部門に速や
かに開示してください。

社外活動に関するQ&A

質問 :

IPG のデジタル関連の代理店で 
コピーライターとして勤務している
Jen は、自身のアプリ開発会社を 
所有しています。所有する会社が行う 
サービスの一部は、彼女が勤務先で
行っているコピーライティングとは 
異なるものの、勤務先が提供するサー
ビスと類似しています。Jenは小さな 
操業まもないアプリ会社から仕事の
依頼を受けています。そこは現在の
IPG 代理店のクライアントではあり
ません。これは大丈夫ですか ?

答え :

おそらく大丈夫です。ただし、Jen
の個人会社は、彼女が勤務する IPG
代理店が提供するサービスと類似の
ものを提供しているため、彼女は意図 
せず IPGと競合している可能性が 
あります。そうである場合は利益の 
相反となるため、許可されません。
Jen は今すぐ、彼女の社外就業に 
ついて開示する必要があります。

透明性について
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贈答品と接待
取引先との贈答品や接待によるもてなしは、
クライアントや供給業者との良好な関係を
築くことを意図した儀式のようなものです。
しかし、このような厚意を受けるにあたって
は注意が必要です。それにより、現実かつ 
外見上の利益相反が生じる可能性がある 
からです。贈答により何らかの義務が発生
するか、または発生すると思われる場合、
送り手または貰い手に影響を与えると思わ
れる場合、あるいは仕事上の判断に影響
を与える意図があると思われる場合、この 
ような行為は適切ではありません。

「贈答品」には、高価な品、旅行、宿泊、
優遇やサービス、その他、主催者側が同席 
しない食事や接待などが含まれます。以下
の条件をすべて満たす場合は、贈答品を 
収受することができます。

― ビジネス決定に影響を与える意図が 
ない。

― 高額ではない（または当社の「贈答品
の収受に関する規程」に則っている）。

― 頻繁に行われていない。

― 職場のやりとりに不適ではない。

― 受け手の依頼によらない。

― 現金でない。

詳細は「関係者および利益相反に関する 
規定」（SP&P 557）および「贈答品の収受
に関する規程」（SP&P 118）を参照くだ
さい。

贈答品に関するQ&A

質問 :

製 品 管 理 部 門 マ ネ ー ジャ ー の
Rebeccaは、ロンドンを拠点に活動 
するロックバンド、Neroxの大ファン 
です。Rebecca が過去によく仕事 
を依頼していた大手供給業者が、
Neroxのバックステージパス付き 
のコンサートチケットを譲ってくれる
と彼女に申し出ました。彼女はこれが 
非常に高額なチケットであることを
知っています。彼女はどうするべき 
ですか ?

答え :

Rebecca は Neroxのコンサート
チケットを受け取るべきではありま 
せん。これは不適切な贈答品と見な
される可能性があります。高価なギフ
トをもらうことで、私たちは先入観に
とらわれたり、業務判断に影響を受け 
たり、あるいはそのように周りから 
思われる場合があります。

透明性について
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これらの規則は、年間を通して私たち全員
に適用されるものであり、お歳暮やお中元
の時期なども例外ではありません。クライ
アントや供給業者と以前から個人的付き合
いがある場合もあるでしょう。そのような
場合は、贈答品や接待が適切であるかどう
かについて、仕事上適切な判断を行ってくだ
さい。クライアントまたは供給業者に贈り
物をしたり接待をする場合は、受け取る側
が困った立場にならないよう、相手の会社
の贈答品方針を考慮してください。最後に、
不適切な贈答品や接待の申し出を受けた場
合は断るべきです。贈答品や接待について
何かご質問や懸念がある場合は、上司、現
地の人事部長、本社人事責任者、IPG法務
部、または最高リスク管理責任者、もしく
は Alertlineまでご相談ください。

政府職員への贈答品や接待の提供に関する
規則は、かなり厳しいものです。官位の上下
を問わず、政府職員と日常的にやりとりが
ある場合は、行動規範の「汚職禁止法」の
章およびそれに対応する方針についてよく
認識を持っておくべきです。

「接待」は、贈り手と受け手の両方が同席
するものも含みます。食事やスポーツ観戦、
ゴルフなどが該当します。以下の条件を 
すべて満たす接待ならば収受することが 
できます。

― 不定期であり、頻繁に行われていない。

― 取引関係を向上させるために提供され、
ビジネス判断に影響を与える目的では 
ない。

― 受け手の依頼によらない。

― 仕事上の話し合いにふさわしい環境で 
ある。

― 高額ではない。

詳細は「関係者および利益相反に関する 
規定」（SP&P 557）および「贈答品の収受
に関する規程」（SP&P 118）を参照くだ
さい。

接待に関するQ&A

質問 :

ア カ ウ ント エ ク ゼ ク テ ィ ブ の
Veronica は、供給業者との契約交
渉を担当しています。Veronica は 
ホリデーシーズン中に、供給業者候
補の営業マンから高級リゾート地で 
開催される贅沢なホリデーパーティへ
の誘いを受けました。すべての費用は 
供給業者が負担する予定です。営業 
マンはこれが「遊び」のイベントで 
あり、仕事の話は禁止だと冗談で 
言っています。Veronicaは出席して
も構いませんか ?

答え :

いいえ。Veronica はその招待を
受けるべきではありません。これは
明らかに仕事の話が目的ではない
ため、パーティは手の込んだもの
となり、通常の仕事づきあいの範囲
を越えることになるでしょう。また、 
もしVeronicaがパーティに出席し、 
その供給業者と契約を結ぶことに
なったら、その招待は彼女の判断に
影響を与える意図があったのではない
かと考えうることができます。

透明性について
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物的資産
私たち一人一人は Interpublicの物的資産
を保護するために努力する必要があります。
これは、設備、資金、装置、在庫などを 
常に盗難、損傷、損失、不正使用から守る
ことが含まれます。これらの財産を許可なし
に IPG社外に持ち出すことや、不正な目的
に使用することは禁止されています。

資産の保護

IPGの財産の使用にあたっては義務が発生
します。私たち各人には、IPGの財産を慎
重に使用する責任がありますが、これには
物的財産だけでなく、データや電子メディア、
コンピュータや通信機器、および人的資源
も含まれます。私たちは IPGのブランド・ 
アイデンティティを守り、IPGが周囲の 
目にどのように映るかにおいて方策を講じ
なくてはなりません。これは Interpublic
と各代理店のブランドと名称を保護する 
ことにより、行うことができます。

透明性について

資産の保護を徹底するためのヒント

使用する機器類は常に携帯するか、 
目の届く範囲に置いておく。

会社から支給された機器類（携帯 
電話、タブレットなど）は飛行機の預
かり荷物にしない。

ホテルの部屋から出る際、ノートパソ 
コンはセーフティボックスかスーツ
ケースに入れて鍵をかける。

すべての機器類に堅牢なパスワード /
PINコードを設定する。

機器類を使用しない時はロックして 
おく。

安全なワイヤレスネットワークにのみ
接続する。暗号化されていない公共
のネットワークは使用しない。

公共のWi-FIを利用する場合は、安全 
に接続するため IPGの VPNを使用
する。

機 器 類 を 使 用 し な い と き は
Bluetooth/Wi-Fiをオフにしておく。

自分の機器類を他者に貸さない。 
また、USB などの不確かな機器を 
接続しない。
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機密情報
私たちは IPGおよびクライアントの機密情
報や専有情報を保護しなくてはなりません 
（以下「第三者の情報および財産の保護」
の項を参照ください）。私たちはクリエイ 
ティブな事業に従事しているため、この要件 
をなおさら真摯に受け止めることが極めて
重要です。これらの情報が正しく保護され
れば、私たちは競争上優位な立場に立つこ
とができます。また、私たちはクライアント 
の情報を保護する契約上の義務も負って 
います。この義務に違反した場合は、有害
な結果がもたらされる可能性があります。

機密情報が時期尚早に、または不適切に 
開示された場合、甚大な金銭的損害もしく
は法的責任を負う可能性があります。行動
規範の「資産の保護」の章で述べたように、
私たちが機密情報を開示しても構わない
相手は、承認された社員と、機密保持契約
（NDA）を締結した業務上知る必要のある
社外当事者のみです。なお、IPG入社以前
の職場において発生した守秘義務も、併せて 
守ることを期待します。詳細は「情報分類
規程」（SP&P 625）および「許容される 
使用法と使用者の責任規程」（SP&P 662）
を参照してください。

機密情報に関するQ&A

質問 :

何が機密情報かは、どうやって判断 
すればよいですか？

答え :

機密情報はさまざまな形態をとり、 
機密情報、専有情報、企業秘密として
特定されたり、または扱われる情報を
含みます。機密情報は通常、公には
入手不可能であり、契約書類、ビジ
ネスプロセス、企業戦略、計画など
社内の業務情報を含みます。

機密情報として取り扱うべきか不明な
場合は、第三者と共有する前に上司と
相談してください。

質問 :

機密情報を保護するために取るべき手順と
は何ですか？

答え :

簡単な手順で危険を低減できます。機密情
報ならびに機微情報を保護するには、以下
を確実に行ってください。

他人にパスワードやアクセスコードを教え
たり、アカウントを使わせたりしない。

携帯電話での会話や、公的な場所や IPG
内のオープンスペースで機密情報について
話すときは注意する。

社内および外部の書類は明確かつ適切に 
ラベル表示する。

重要な情報はバックアップをとる。

機密情報は鍵をかけたキャビネットに保管
する。

公共のWi-Fiを使用する際は注意する。

コンピュータを使用しない時は電源を切る。

機密情報を出しっぱなしにしたまま席を 
離れない。また、なくなったり盗まれたり
するような場所に置かない。

シュレッダそのほか同様の方法により入念
に記録を細断する。

透明性について
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IPGのシステムの適切な使用
コンピュータと電子情報は、私たちの業務
に欠くことのできないツールです。しかし 
これらのツールを使用する際、データの 
プライバシーとセキュリティを保護するた
めに、いくつかの制限に従わなくてはなり 
ません。手短に言うと、IPGが提供する
技術製品はすべて、社是の価値観を念頭に
置きながら、適切な業務目的に使用しなく
てはならないということです。業務時間外
や出張時も例外とはなりません。限定的な 
個人目的での使用は認められますが、その
ような使用は、職務遂行の妨げとなっては
なりません。

知的財産に関するQ&A

質問 :

Kramerは、IPGのクライアントに
提供する人工知能データ収集アルゴ
リズムを作成するチームで働いていま
した。彼は仕事の大半を請け負って 
いましたが、IPGがそのアルゴリズム 
の不採用を決めたと知り落胆しま 
した。Kramerは他社に転職するため 
IPGを退職する際、自分の転職先に
おいてこれらのプログラムを使用で 
きると見なしています。これらのプロ
グラムは彼が作成し、IPGは一度も
使用したことがないからです。これは
正しいですか ?

答え :

いいえ。Kramer がそれらのプログ
ラムを作成したとしても、それらは
IPG の IP および作業成果物です。
Kramerは IPGの IPと、彼が所有
するそのほかの作業成果物をすべて
返却する必要があります。プログラム
の保持および使用、またはそのどち 
らかは、著作権法と行動規範への 
違反となります。IPGの商標、著作権、
特許、その他の IPの使用について 
よく分からない場合は、IPG法務部
に相談してください。

作業成果物および知的財産の所有権
私たちは、自らの作業成果物およびそれに
含まれる知的財産（IP）に対し誇りを持っ
ています。知的財産にはすべての特許、登
録商標、商号、著作権、意匠、企業秘密、 
プロセス、発明、改良案が含まれます。
IPGもしくはその事業部門は、あなたが
IPGまたは事業部門の業務範囲内の、また 
は業務に関連して着想した、作業成果物
やそれに含まれる IPすべてに対する独占
的所有権を保有します。あなたは法により
許容される範囲において、業務に着手した
時点から、かかる作業成果物および IPに
関するすべての権利、権原、利益を IPG
に譲渡しなくてはなりません。また、IPG 
および事業部門、またはそのどちらかが、
かかる作業成果物および IPに対する権利
を取得することを、支援しなくてはなりま 
せん。これらの支援義務は、社員が IPG
との雇用関係を終了した後も継続します。

透明性について
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データフォーラム
IPGのコンピュータシステムを、不適切な
発言、露骨な性的表現や、攻撃的ジョーク 
やコメントの通信に使用することは許され
ません。さらに不正な勧誘の送信や、ほか 
の組織の業務遂行に使用することも許され 
ません。軽蔑的発言、差別的コメントや 
ハラスメント、またはあてこすりや脅し、 
あるいは虐待的表現の通信は厳格に禁じら
れています。

ブログ、掲示板、ソーシャルメディアなど
のオンラインフォーラムへの参加や、その
ほかの公に利用可能なオンラインリソース
の利用にあたっては、十分な注意を払う必
要があります。このような通信は IPGや代
理店から発信されたものとして特定可能で 
あり、帰属していると見なされる可能性が
あります。公式または非公式に発言する際
は、発言内容が適切か常に考える必要が 
あります。また、他人の個人情報を許可なく
発信してはなりません。これは、一つには、
私たちは公式または非公式に会社の事業に
悪影響を及ぼすような発言をしてはならない
という意味です。これには、IPGの部長、
責任者またはその他の社員と当社のクライ
アントを含みます。IPGの利益または当社
クライアントもしくは株主の利益に悪影響
を与える可能性のある発言を行ってはなりま
せん。この規程が、日常業務の中で、あなた 
の同僚に対する発言を制限することを意図
するものではないことを覚えておいてくだ 
さい。また、IPGに関して重大な悪影響を
及ぼさない IPGのクライアントや競合他
社以外の人物、または報道陣や金融界の 
一員に対する個人的な発言を、あなたに 
控えさせることを意図するものでもありま 
せん。さらに、この規程は、法律、規制また
は裁判所命令で義務付けられている誠実な
発言や、政府や政府機関に対し適用される
法律または規制に対する違反の可能性につ
いての情報提供を阻むものではありません。

電子的メッセージは、個人的なものも業務
上のものも、永続性のある、復元可能な書
面による記録です。これらのメッセージは、
あなたの同意なしに、あなたの知らない 
ところで、簡単にコピーされ、世界中に転送
される可能性があることを忘れないでくだ
さい。以上の理由より、業務上のメール、
インスタントメッセージ、およびテキストメッ
セージを作成する場合は、最大限の注意を
払ってください。

メールやインターネットを含め、IPGの通信 
リソースを使用する際は、法により許容され 
る範囲において、プライバシーを期待する
べきではありません。IPGはこれらのリソー
スが責任を持って業務目的で使用される
ことを確認するため、現地法で許容される 
範囲において、これらのリソースを監視する 
権限を保有します。これらのリソースを 
使用して生成されたすべての情報と記録も、 
このような検閲の対象となりえます。IPG
はまた、現地法で許容される場合において、 
攻撃的かつ不法であり業務に関係しない 
サイトをブロックする権利を有します。詳細
は「情報交換とデータ通信規程」（SP&P 
651）を参照してください。

データフォーラムに関するQ&A

質問 :

Claudiaは政治に深くかかわり、自
宅にいるときは、彼女が支持する候補
者についてのブログを頻繁に書いてい
ます。地方選挙が近づくにつれ、彼女
は IPG提供のラップトップでお昼休
みに定期的にブログを書くようになり
ました。彼女は業務時間中にブログ
を書いているわけではないので、これ
は許されますか？

答え :

いいえ。IPG 帰属のコンピュータ
（PDAや携帯電話など、インター
ネットにアクセスできるそのほかの 
電子機器も同様）を使って政治的 
ブログに投稿したすべての内容は、
IPG 発信のものと特定できるかも 
しれません。つまり、Claudiaが投稿 
した意見は、IPGが支持する意見で
あると他人に誤解される可能性があ
ります。IPGが提供する情報機器を 
使用してオンラインフォーラムなどに
参加する際は、特に注意してください。

透明性について
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データセキュリティ
適切な情報交換は IPGの成功にとって 
不可欠です。その上で、IPGや同僚、クライ
アント、コンサルタント、請負業者、供給
業者、そのほかの提携先、および個々人
についての機微情報や機密情報の保護に 
あたっては、特に入念な注意が必要となり
ます。これらの機微情報や機密情報の IPG
外部への開示は、私たちの評判と成功を 
大きく損なうことになりかねません。これら
の情報の保護は、全員の責任です。

私たちは日々扱う情報の多くを常に保護し、
紛失・盗難・損傷の被害を防がなくては 
なりません。この保護対象には、IPGと 
第三者のすべての機微情報や機密情報が 
含まれ、その中には業務記録、財務結果、
売上高のほか、各人の機密個人情報も含ま
れます。さらに、これらの情報が、IPGの
内外に不必要に開示されることも防がなく
てはなりません。これには業務上知る必要
のない第三者や同僚への開示も含まれます。
詳細は「アクセス制御規程」（SP&P 660） 
および「許容される使用法と使用者の責任
規程」（SP&P 662）を参照してください。

個人および会社の機密情報を紛失、および、
不正なアクセス、入手、使用、修正、隠滅、
開示から保護するために、IPGはデータの
セキュリティを厳重にし、私たちは管理上、
技術上、および物理上の保護策を講じて 
います。この取り組みの一環として、コン
ピュータシステム、ポータブル電子機器、
ノートパソコン、その他記憶機器を含む、
会社の ITシステムおよびリソースの利用に
おいては、IPGのガイドラインに従わなく
てはなりません。

データのプライバシー
IPGは個人のプライバシーを尊重していま
す。現社員、クライアント、コンサルタント、
請負業者、供給業者、提携先、将来入社 
する社員、過去在籍した社員は、彼らが
IPGに提供したプライベートな個人情報が
適切に管理・保護されると信じています。
私たちは個人情報を、私たちが業務を行う 
場所で適用されるプライバシーならびに
データ保護法に従って保護する責務があり
ます。多くの国では、個人情報の使用法
に適用される独自の法的要件があります。 
これらのデータの使用は、関連する適正な
業務目的に限らなくてはなりません。詳細
は「プライバシー規程」（SP&P 605）を
参照してください。

データのプライバシーとセキュリティは IPG
にとって重要です。私たちは IPGの方針、
手順、そのほかのプライバシーやセキュリ
ティ制限を順守する責任があります。また、
必要に応じて、順守違反行為を正すため
に妥当な方策をタイムリーに講じる必要が 
あります。

透明性について
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業務記録
会社の信用はしばしば、その帳簿と記録
の整合性により判断されます。IPGは適用
される証券法規に従い、会社の財務取引、 
業績などの完全かつ正確で理解しやすい 
情報を株主へタイムリーに提供しています。

正確な記録管理
記録された情報は、会社の財務業績を投資
家に伝え、必要な法的手続きを行い、日々
のビジネス決定を行うために使用されます。
Interpublicにおける地位にかかわらず、
私たちは全員、記録する情報が完全かつ 
正確で、アクセス可能かつ保護されている
ことを確実にする義務があります。

私たちがこの責務を果たせるようにする 
ため、IPGは一連の内部管理規程ならびに
手続きを策定しました。私たちはこれらの
規程を守らなくてはなりません。これを行う 
にあたって、私たちが提出するすべての報告
に書かれる情報が絶対的に真実であること
を確認する必要があります。これにはタイム 
カード、経費報告書、生産データ、売上レポー
ト、クライアントの請求書データベース、月
間および四半期報告が含まれます。私たち 
はまた、処理や支払いのため契約書を提出
する場合は、予定通りに報告書を提出し、
常に適切な書類すべてを揃える必要があり
ます。

どのような状況であっても、どのような目的
のものであれ、記録外のアカウントや裏金
などを設けてはなりません。

財務記録や業務記録の偽造や、内部および 
外部監査人に対するうその供述は違法で 
あり、重大な結果を招きます。会計や監査に 
関する潜在的問題に気付いたら、最高リスク
管理責任者にその懸念をすぐに伝えてくだ
さい。

透明性について
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記録の保管
財務記録や業務記録の偽造や、内部および
外部監査人に対するうその供述は違法であ
り、重大な結果を招きます。会計や監査に
関する潜在的問題に気付いたら、最高リスク
管理責任者にその懸念をすぐに伝えてくだ
さい。会社の記録を紙とデータの両方で適
切に保管することは非常に重要です。「記録
保管規程」（SP&P 301）は、文書とファ
イルを必要期間保管する方法と、不必要に
なった後に廃棄する方法について規定して
います。ガイドラインを見直し、注意深く確実
に規程に従ってください。

IPG法務部はその時々において、係属中、
予告または予定されている訴訟、捜査、監査 
に関係する文書を所持するよう社員に通知
する場合があります。そのような通知と当社 
の記録管理プロセスには確実に従ってくだ
さい。法務部がそれを許可する旨を支持し
ない限り、かかる通知を予期して文書を破棄 
したり、かかる通知に記載されている文書
を改竄、隠匿、破棄しないでください。

業務記録に関するQ&A

質問 :

IPG 代理店の副会計監査官である
Rachael は、財務上の四半期の数
日前に数社の供給業者から請求書を
受け取りました。彼女は翌月までこの
請求書の記帳を遅らせることはでき 
ますか ?

答え :

いいえ。買掛金記帳の遅延は、当社
の社内管理規程および手続きに沿う
ものではなく、不正行為と見なされる
可能性があります。Rachaelが請求
書の記帳を遅らせれば、会社の費用
は過小報告されることになり、実際に
その四半期に挙げた利益よりも多くの
利益を挙げたような印象を投資家に
与え、誤解を招くもととなります。財務 
諸表について質問があれば、上司、
IPGの管理部門、または最高リスク
管理責任者に相談してください。

内部捜査ならびに監査への協力
 「助言を求め、違反の可能性について報告
する」の章で述べたように、私たちは各自、
内部捜査に従う義務があります。社内捜査
または監査に協力するよう求められたら、
必ず全力かつ正直に協力するようにしてくだ
さい。政府機関から情報要請や捜査通知を
受け取った場合は、直ちに IPG法務部へ
連絡してください。法務部が以降の手続き 
について指示します。

透明性について
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インサイダー取引

IPGに雇用されている間は、一般公開され
ていない IPGや提携先の他企業に関する
内部情報（別呼称「重要非公開情報」）を
知りえることがあるかと思います。IPGの
方針、米国および他国の法律に基づき、内
部情報を利用して自身の金銭的利益を得た
り、他者にそれを提供して他者に金銭的利
益をもたらしてはなりません。特に、分別 
ある投資家がある会社の株の売り買いに 
おいて重要な判断材料とみなす機密情報を
あなたが得たとしても、内部情報に基づく 
会社の証券（株式、オプションなど）の売り 
買いは避けなければなりません。すなわち、
あなたが IPG（または他社）の非公開情報
を知りえた場合、IPGまたは影響下の企業
の株式を売り買いしてはならず、かかる情報 

が一般公開されるまでは他者とその情報を
共有することも許されません。このような 
禁止行為が発覚した場合、IPGの株式報酬
制度への今後の参加資格のはく奪や、解雇を
含む IPGによる懲戒処分と、刑事罰および 
罰金の対象となります。内部情報と見なさ
れる可能性のある情報をすべて特定する 
ことは不可能ですが、例として、合併または 
買収に関する情報、財務実績、経営幹部の
交代、および重要な取引が挙げられます。

インサイダー取引規制または検討中の取引 
について質問があれば、IPG法務部に直ち 
に連絡してください。不確かな知識のまま 
勝手な判断で行動しないようにしてくだ
さい。

正確なコミュニケーション
当社ブランドとIPGの評判を守るには、マス 
コミそのほかすべての視聴者に対し、正確
かつ一貫した姿勢で情報を発する必要があ
ります。このため、指名された人物のみが、
Interpublicを代表してコメントすること
ができます。投資家、アナリスト、マスコ
ミなど外部からの問い合わせはすべて本社
広報部に回してください。詳細は「広報な
らびにプレス関連規程」（SP&P 103）を
参照してください。

透明性について
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社員福利厚生制度における取引
社員福利厚生制度に基づく一部の取引は、
インサイダー取引規則の適用対象外となり
ます。これは、取引の価格とタイミングを 
コントロールできないためです。これらの免除 
取引の中でもっとも注目すべき点は、制限 
付増資の実施と有効期限間近のストック 
オプションの行使です。

また、IPGの従業員持ち株制度に参加して
いる場合、内部情報を持っていても計画指
示を変更してはなりません。IPG福利厚生
制度の下であなたの IPGにおける持分に
影響を与える可能性のある、そのほかの種
類の取引を検討している場合は、まず IPG
法務部に相談してください。

内部情報に関するQ&A

質問 :

「内部情報」とは何ですか？

答え :

内部情報とは一般的に、IPGとの仕事 
を通じて得た、重要で公開されていない 
情報のことです。例えば、以下の情報
が含まれます。

事業買収または売却の事前通知。

新製品の発売。

重要クライアントの取得または喪失。

配当方針の変更。

大幅な価格変更。

新株発行または社債発行。

係属中または提案されている吸収合併
のニュース。

財務の流動性の問題。

株式分割。

経営陣の交代。

係属中または予告されている訴訟。

一定の未公開財務業績および予測。

内部情報の全カテゴリーを定義する 
ことはできません。投資家が投資判断
を行うにあたって重要であると考える 
であろうという可能性が十分にあれば、
その情報は重要情報であると見なす
べきです。良い情報と悪い情報のどちら
も重要情報となり得ます。

従業員の取引に関するQ&A

質問 :

プロジェクトスペシャリストの Chen
は、業務を通じて提携先の 1社が 
重大な訴訟に直面していることを知り
ました。この情報は公開されていま 
せん。Chenはこの情報を知りとても 
安心しました。なぜならこの会社の
株式を大量に保有しているからです。
Chenは損害を被らないようこれら
の株式を売却することができますか？

答え :

いいえ。Chen はこの内部情報を
IPGでの業務を通じて偶然入手しま 
した。インサイダー取引法は、このよう
な内部情報に基づく Interpublicまた
はその提携先の証券の取引を禁止して
います。

透明性について
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ウィンドウピリオド
取締役、重役、その他の指名された社員
（IPGに関する内部情報を入手できる社員
など）を含めた「内部関係者」は、事前定
義されたウィンドウピリオド以外の期間中
に IPG株式を取引することはできません。
IPGが別段の指定を行わない限り、ウィン
ドウピリオドは通常、当該四半期および年
間の報告書（四半期報告書および年次報告
書）開示日より2取引日後に開始し、IPG
の各会計四半期の最終日に終了します。 
私たちが重大な非公開情報を持っていない
と仮定した IPG株式を取引する一番安全な
期間は一般に、ウィンドウピリオドの最初
の10日間です。同様に、内部情報を保有
しているかどうか、または内部情報を入手
できるかどうかを評価する四半期最後の10
取引日の間は、特に注意する必要があります。
これは、四半期が進むにつれ、すでに公開
された情報が古くなるからです。

ウィンドウピリオド規程は、不適切な取引
を防止するための IPGの真摯な努力を後
押しするものです。また、あなたを守るため
のものでもあります。あなたが、ウィンドウ 
ピリオドに関する「内部関係者」と特定され 
た場合は、期間の開始と終了を確実に理解
するようにしてください。常に分別をわきま
えることも重要です。内部情報を持っている 
場合は、IPGがウィンドウピリオドか否か
にかかわらず、IPG株式の取引を行うべき
ではありません。

個人の責任
私たちはそれぞれ、IPGのインサイダー取引 
禁止規定に従う個人としての責任があり 
ます。

本章に定められたこのガイドラインに従った 
からと言って、取引に関して的確な判断
を行わなくてよいというものではありま 
せん。IPGや当社提携先の1つについて
の重要な非公開情報を知った場合は、その
情報を知る前に取引を行う予定があったが、
取引を待つことにより損害を被ったり利益
を得られなくなると分かっていたとしても、
取引は控えなくてはなりません。株式取引
の政府捜査の際には、すべての取引が結果 
論で検討されます。IPGの証券であれ、
IPGが取引する、クライアント、請負業者、
コンサルタント、供給業者そのほかの提携
先であれ、それらの会社の株式を取引する
場合は、上記を考慮したうえで、慎重に取引
を行ってください。

本行動規範の「IPGの機密情報」の章で
述べた、IPGの機密情報の保護に関する
私たちの義務も、これらのガイドラインに
関係してきます。会社の機密情報を保護 
する責任についてよく理解してください。

透明性について
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上級管理者に義務づけられる取引の事前 
許可
IPGの重役と取締役は、IPG株式の取引
前に顧問弁護士または副顧問弁護士より
「事前許可」を得なくてはなりません。その 
時々においてほかの当社社員にも、事前 
許可プロセスを要請する場合があり、その
決定について書面にて通知する可能性が 
あります。取引の事前許可が必要であると
の通知を受け取ったら、その手続きに厳密
に従ってください。

取締役と重役に関する追加情報
重役や取締役は、IPGの株式の空売りを 
行えません。これらの人々はまた、1934年 
証券取引法およびその改正版の第 16 条
に定められた短期売買規制の報告義務
と制限事項を順守しなくてはなりません。 
これらの規定の実際的な内容は、IPGの 
証券を 6カ月以内に売却かつ購入した（一定
種類の取引を除く）重役ならびに取締役は、 
内部情報を得ていたか否かにかかわらず、
それにより得たすべての利益を IPGに引き
渡さなくてはならないというものです。

インサイダー取引に関するQ&A

質問 :

Jillの親友の一人は、良い投資機会を
常に探しています。IPG代理店の校正 
担当である Jillは、代理店のクライ
アントの 1つが急速に成長している 
ことを知っています。この会社は、彼女 
が見た公開記事で、大きな利益を出し
ていました。Jillは彼女の友達にこの 
会社の株式を買うよう勧めてよいで 
すか？

答え :

Jillが彼女の推薦の根拠とする情報は、
公開されたニュース記事に書かれて 
いるため、公開情報となります。これ 
は内部情報とは見なされないため、 
彼女は友人にこの投資機会を提案する
ことができます。

透明性について
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私たちは力強く公正な競争を強力に支援します。 
私たちはクライアントと提携先に、当社の革新的
なソリューションとクリエイティブな戦略を提供し 
ますが、非道徳的または詐欺的な手段は決して提供
しません。

クライアントと提携先
について
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公正な購買活動
私たちはすべての購買判断を公正かつ客観
的に、IPGに最も利益となるように行う 
必要があります。多種多様な供給業者と取
引するようにし、個人的な関係が業務判断
に影響したり、または影響するように見える 
といった状態を避けなくてはなりません。
このことは、常に「グローバル調達購買方針」
（SP&P 380）に従って正しい入札、交渉、
契約手続きを行うことを意味します。

倫理的な営業活動
誠実性を社是としている当社は、クライ 
アントとの取引において以下のガイドライン
を守ります。

― 単に売上と報酬目標を達成するだけで
はなく、クライアントの利益とニーズを
満たすソリューションを提供します。 

― 正直かつ誠実に意思疎通を図り、業務 
条件を明確かつ正確で分かりやすい 
ものとします。  

― クライアント記録と取引において、機密
性と整合性、正確性を確実に維持します。  

― できない約束はしません。  

私たちは誰一人として、「商業賄賂」に従事
することは決してないことが特に重要です。
これは贈り物の目的が仕事をもらったり、 
仕事を維持したり、相手を買収したり、ある 
いは相手に不正やその人の責務に反する 
ことをさせるのが目的で、金銭やそのほか
相手にとって価値のあるものを IPGの現在 
または候補としての取引先に提供したり、 
提供を申し出たりすることができないという
ことを意味します。

クライアントと提携先について

請求可能な調達に関する条件 :

私たちはクライアントとの契約書に 
規定されている調達に関する条件を
順守しなくてはなりません。

クライアントに代わってサービスを 
調達する際には、すべての適用法規
に従う必要があります（反トラスト法、
競争法など）。

入札プロセスについてクライアントに
開示し、透明性を維持してください。

グループ内のスタジオやその他の
IPG代理店に不公正な競争上の優位
性を与えてはなりません。

入札プロセスの最新の正確かつ完全
な記録を残すようにしてください。
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公正取引法
私たちは全員、「反トラスト法」としても知ら 
れる、自由で開かれた競争を維持するため
の公正取引法（競争法）に従わなくてはな
りません。これらの法律は国により異なり
ますが、共通の目標は、市場競争を促進し、
消費者に高品質な商品とサービスを公正な
価格で得られるようにすることです。公正
取引法は複雑ですが、一般的には価格操作
や談合入札、あるいは市場や地域、クライ
アントなどの割り当てなど、何らかの活動
について競合他社と話し合ったり、協定を
結ぶなどして公正な競争を抑制することを
禁止します。競合他社が上記のいずれかの
話題について、ご自身と話し合おうとした
場合は、即座にその会話を打ち切り、その

出来事について IPG法務部に報告してくだ
さい。競合他社の代表と会話する場合は、
特に注意が必要です。

公正取引法はまた、供給業者、請負業者、
またはクライアントと、競争を制限するよう
な公式または非公式の契約を結ぶことを禁
止しています。このような協定には、抱き
合わせ商品、再販価格操作、特定のクライ
アントへの販売拒否、もしくは特定の供給
業者からの購入拒否が含まれます。

これらの法律への違反は、かかわった個人
とInterpublicの両方に重大な結果をもた
らします。何か疑問点があれば、行動する 
前に IPG法務部に相談してください。

競合他社に関する情報
IPGでの業務または以前の勤め先での業務
や人間関係を通じて、IPGに不公正な競争
上の優位性を与えるような競合他社情報を 
偶然知りえることがあります。一般的な規則 
として、IPG法務部の事前の承認なくして、
競合他社の機密情報の利用や開示は控えて
ください。

さらに競合他社情報は、合法的かつ倫理的な 
方法で収集するよう特に注意してください。 

このことは、その開示が拘束力のある法的
契約に違反するものである場合、同僚に以前 
の雇用者、クライアント、提携先について
の情報を明かすよう依頼しないことを意味
します。あなたがクライアントまたは提携
先で以前勤務していたことがある場合も、
決してその情報を提供しないでください。
このような情報の開示をするよう圧力を 
かけられたり、強制されたりした場合は、
その状況について IPG法務部に報告して 
ください。

競争に関するQ&A

質問 :

メディア購買マネジャーのArianaに
は、競合する広告代理店で働く親友
がいます。Arianaの友人は Ariana
に電話をし、彼の会社も Ariana
の会社と同じマスコミクライアント 
2 社に入札を行うと言ってきました。
Ariana の友人は Ariana の会社が 
1社に低い価格で入札し、彼の会社が 
もう1社に同じことをすれば、それ
ぞれ適正価格でクライアントを1社
ずつ得られると提案してきました。
Ariana はどのように答えるべきで
しょう ?

答え :

Arianaはこの話題について友人との
会話を拒否し、この会話を IPG法務 
部にすぐに伝えるべきです。クライ 
アント、請負業者、供給業者を競合
他社と分け合うことについて決して 
話し合ってはなりません。競争を妨げ
るような競合他社との合意を行うこと
は違法であり、非公式の口頭での申し
合わせも例外ではありません。

クライアントと提携先について



IPG行動規範（第4.0版）― P 38

質問 :

ビジネスシステムアナリストの Elle
は、今週後半にとても重要なプレゼン
を行う予定です。彼女は、上司が部
内で回覧したメディア広報の一部を 
引用したいと考えています。彼女はプレ
ゼン用にこの記事をコピーすることが
許されますか？

答え :

状況によります。多くの場合、雑誌の
購読には一定の著作権制限が付いて
います。Elleまたは上司は、記事また 
はその一部をコピーしてよいかどう
か、また必要な情報を得るそのほか
の方法があるかどうか、IPG法務部
に尋ねるべきでしょう。

質問 :

Kyleは IPG代理店のクリエイティブディ
レクターとして、ブレインストーミングの
チームに所属しています。チームは代理店の
大手クライアントのために絵コンテを作成 
しましたが、絵コンテのコンセプトはクライ 
アントにより却下されました。そこへ、フリー 
ランスとして IPG 代理店で働いている
Benが、Kyleのオフィスでその絵コンテ 
のコピーを見つけ、その一部を彼が抱える 
別の代理店のクライアントに応用したい 
と考えています。Benは IPGと競合する 
つもりはなく、Kyleにそのコピーをメール
で送るようお願いしています。Kyleは Ben 
に絵コンテのコピーを提供できますか ?

答え :

いいえ、絶対にいけません。私たちは全員、
クライアントの機密情報を保護する責務が
あります。Kyleがこの情報を共有しても 
構わないのは、IPGおよび第三者において
クライアントから閲覧許可を得ており、かつ 
IPG関連の業務上この情報を知る必要の
ある人のみです。

第三者の情報および財産の保護
当社のクライアントと提携先は、私たちを
信頼したうえで機密情報や専有情報を提供
しており、私たちはそれらを IPGの情報と
同じように保護する必要があります。私たち 
はそれぞれ、業務を通して取得した第三者
の機密、専有情報を保護する責任があり、
許可を得ていない人物にこの情報を開示 
することは許されません。これらの義務は、
社員が IPGとの雇用関係を終了した後も
継続します。また第三者の知的財産の利用
にかかわるライセンス契約や法律もすべて
順守する必要があります。機密情報および
専有情報の詳細については、行動規範の 
「資産の保護」の章を参照してください。

情報保護に関するQ&A

クライアントと提携先について





IPG行動規範（第4.0版）― P 40

IPGの成功は従業員の誠実性にかかっています。各人 
が実直に行動し、行動規範や現地法で定められた 
モラルや倫理観を高い基準で守ることが大切です。

誠実性について
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汚職禁止法
贈収賄行為は Interpublicばかりでなく、
私たちが業務を行う地域社会をも傷つけ 
ます。すべての業務取引は、すべての適用
される汚職禁止法を順守する必要があり 
ます。当社は、米国連邦海外腐敗行為防止
法（FCPA）および英国贈収賄法をはじめ 
とする当該のあらゆる法律の全面順守に 
尽力します。

これらのことから IPGは、地域および取引
先に関係なく贈収賄許容限度をゼロとする
方針を採択しました。当社が、仕事を得たり 
維持したりする目的で、また政府関係者や 
クライアント、その他第三者に不適切な影響 
を与える目的で、少しでも価値のある金品
を提供しあったり、提供を申し出たりしては
ならないことを意味します。

私たちは、自分たち自身に許していないこと 
を行わせるために代理人を雇用することは
できません。この代理人には、斡旋者、コン 
サルタント、仲介業者、ロビイスト、請負
業者、仲裁者、税務顧問またはその他の第
三者も含まれます。かかる第三者を雇用す

る前に、当社は、当該当事者が従事する 
サービスに対して備えている能力および 
適合性に関して、合理的なデューデリジェ
ンスを実施する必要があります。さらに、
これらの第三者が当社に代わって政府関係
者と関わる場合には、該当第三者は、汚職
行為防止コンプライアンス（SP&P 310を
参照）に関する厳しい条項も含めた、契約
書に署名しなければなりません。

直接・間接を問わず、収賄にかかわった 
場合、過失者と IPGには厳しい刑事罰 
責任が問われる可能性のあることを忘れ 
ないことが重要です。これらの汚職防止規
程および法規への違反により、IPGと個人
は懲役を含む重い罰金と刑事罰の対象に
なる可能性があります。この規程の違反に
気付いている場合は、上司、IPG法務部、
または最高リスク管理責任者に報告する 
義務があります。あるいはAlterlineを通じ 
Eメールや電話で報告することもできます。
汚職防止法および不適切な支払いに関する
詳細については、SP&P 309および 310
を参照してください。

汚職禁止法に関するQ&A

質問 :

Jeremyは新規取引先の獲得に役立
てるために、コンサルタントを雇えると
いう話を聞きました。コンサルタント 
が要求した報酬は 4万ドルで、この金
を使って、「手続きを先へ進めるため 
に役立てる」と言いました。実際に 
このお金がどこに行くのかわからない 
ので、コンサルタントがこの料金を 
見込み客獲得に使用するかどうか懸念
すべきでしょうか。

答え :

もちろんです。あなたは、そのお金の
行き先と使途を把握する必要があり 
ます。さらに、当社は、このお金が賄賂 
に使われないことを確認するための 
手段を講じなければなりません。問題 
があると思われる場合は、上司、IPG
リスク管理担当者、または法務部に
アドバイスを求めてください。

詳細は「第三者による仲介」（SP&P 
310）および「供給業者に関する行動
規範」（SP&P 382）を参照してくだ
さい。

誠実性について



IPG行動規範（第4.0版）― P 42

貿易の管理および経済的制裁
国際企業として、私たちは世界各国のクライ 
アントにサービスを提供しています。この 
ため、すべての国や地域における国際貿易
活動を規制する規則や規制に十分注意し 
従う必要があります。

当社の世界的活動を通じて、米国によって
課せられる経済制裁と現地法下で適用され
る制裁を順守することは、IPGの方針です。
米国が制裁対象としている国または個人と、
直接または間接的に取引を行ってはならず、
かつ問題が生じる危険性が高い管轄権に 
ついて精通する必要があります。

当社の中核的マーケティングサービスは、
輸出管理法に関わる可能性は低いもの
の、製品または技術情報の国境を越えた 
移動を伴う活動（たとえば、ITまたは電気
通信機器を他国事業所へ供給するなど）を
行う場合は、米国からの輸出入や、特定の
状況においては海外からの輸出入にかかわ
るすべての法律を理解し、従う必要があり 

ます。IPGの事業所間であっても、商品 
または関連技術情報（技術マニュアルなど）
の輸出を行う前に、関連のある管轄権および
エンドユーザーに提供される品目に対する
免許が義務付けられていないことを保証する
必要があります。輸入もまた、通常さまざま
な規制の対象となり、一部の品目または物品
は、現地法によって制限または禁止されて
いる場合があります。

貿易管理法規への違反は、IPGと違反した
個人に対し、輸出特権のはく奪や刑事、民事 
罰などの重大な結果をもたらす可能性が 
あります。経済制裁または輸出入活動に 
ついての質問は、IPG法務部にお問い合わ
せください。

誠実性について

経済制裁に関するQ&A

質問 :

私たちが取引を行ってはいけない国は
どこですか ?

答え :

キューバ、イラン、北朝鮮、および
シリアは米国の包括的な制裁対象国 
です。一般的に、米国内の企業および 
個人はこれらの国で取引を行うことを
禁止されています。一部例外が適用 
される可能性（キューバやイランに 
関するものなど）もありますが、制約
も多いため、これらの国で取引の機会 
を求める前に IPG法務部までご相談
ください。
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反マネーロンダリングおよびテロへの資金 
供与の禁止
私たちのビジネスはそのグローバルな性質
上、マネーロンダリングやテロへの資金
供与の潜在的な標的となります。マネー 
ロンダリングは、資金を合法に見せかける
ため、違法に得た収入を転々と送金するプロ 
セスです。テロへの資金供与には、テロ 
リスト、テロ行為、およびテロ組織への資金
供与が含まれます。IPGは、いかなる場合
もそのような行為を許さず、一切支援しま 
せん。私たちは世界中すべての反マネー 
ロンダリング法および反テロ法を順守し 
ます。自分の業務にかかわるすべての関係
者を把握し、何か異常な活動を見つけたら 
報告することが大切です。合法な資金源から
資金調達し、法に則って事業展開している
評判の良いクライアントや提携先とのみ、
ビジネスを行うべきです。

マネーロンダリングまたはテロへの資金 
供与について質問や懸念がある場合、また
はデューデリジェンスの実施において支援
が必要な場合は、最高リスク管理責任者 
までご連絡ください。また、ここに述べた
方針または現地法に違反している可能性の
ある疑わしい行動を報告する際も、最高 
リスク管理責任者までご連絡ください。

マネーロンダリングに関するQ&A

質問 :

マネーロンダリングまたはテロへの 
資金供与の危険な兆候はなんですか?

答え :

マネーロンダリングまたはテロへの 
資金供与の危険な兆候例は次の通り
です。

顧客が複数の口座を使用して支払いを
する。

通常の会社の口座ではなく、個人口座
やオフショアの口座に支払われる。

通常とは異なる回数や額の支払いが
行われる。

非常に多くの支払いがすべて 1万ドル
以下である。

誠実性について

反ボイコット
世界のどこで仕事をしていようとも、私たち 
は米国の法律に従う必要があり、米国政府
が承認していない国際ボイコット活動への
参加や協力は禁止されます。私たちは、米国 
の反ボイコット法規、ならびに私たちが 
仕事をするほかの国で施行されている同様
の法律（米国法と抵触しない限り）に準拠 
する必要があります。米国で認められて 
いないボイコットへの参加は厳しく禁止し
ます。ボイコットへの参加要請は書面で 
行われる場合と、口頭で行われる場合が
あります。契約や L/C内に頻繁に書かれ、 
入札や提案書に書かれている場合もあり 
ます。米国で認められていないボイコットに
何らかの形で参加する要請を受け取ったら、
IPG法務部へ直ちに報告してください。
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会社の政治活動
個人的な政治活動は推奨するものの、私 
たちは IPGやその子会社の名称で政治 
献金をすることはできません。「政治献金」
には、IPGの資金ならびに、商品、施設、
あるいはサービス（代理店が行う通常業務
に含まれるサービスを除く）の貸与や寄付、
使用許可などの何らかの価値のあるものを
含みます。このような制限は、個人の候補者、
政治委員会、政党に対し行われる直接的 
な寄付のみならず、パーティ券や食事会と
いった寄付金集め目的のイベントチケット
など、最終的には個人の候補者や政治委員
会、政党に使用されることになるであろう
間接的な寄付も対象となります。

ロビー活動
該当する事務所の日常業務にロビー活動が
含まれている場合を除き、IPGやそのほか
のクライアントのためにロビー活動を行う
前には、IPG法務部の承認を必ず得てくだ
さい。

個人的政治活動
私たちは全員、私たちにかかわる政治活動 
に参加することにより、地域社会を積極的
に支えることを許されています。しかし、 
かかる活動への参加にあたっては、自分
の個人的な時間と個人的な費用で行い、 
IPGの評判を守るよう気を付けなくては
なりません。選挙運動や候補者のために、 
Interpublicの資金や施設、設備、商標
を使用することは許されません。さらに、
そのような活動に参加する際には、IPGの
名称を決して使用してはなりません。自分 
の立場や権限を利用してほかの社員に 
対し、政治イベントやそのほか政治目的
のものに何らかの形で参加するよう強制 
したり、圧力をかけたりすることは許され 
ません。ソーシャルメディアを使用する 
場合は、自身の個人的な政治見解や政治
活動が IPGと一切関係ない旨を明確に 
するべきであることに留意してください。

政治活動

誠実性について
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適用免除と修正

IPGは行動規範およびそのほかの Interpublicの
規程を定期的に見直し、適用される法律や規制が 
変更された場合や、Interpublicの業務上、指針の
改訂が必要となった場合に、その時々においてそれら 
規範・規程を修正し、修正内容を全社員に配布します。
行動規範やそのほかの IPG規程の重大な変更に 
ついては、迅速に通知します。

IPGは非常に限られた状況において、行動規範の 
ある条項の適用免除が適切であると判断することが
あります。すべての適用免除には、顧問弁護士と最高
リスク管理責任者の両者による、書面による事前の 
承認が必要です。IPGの役員や取締役の行動規範
の順守への適用免除については、取締役会のみが 
決定できます。このような適用免除が行われた場合、
Interpublicは適用法規ならびに米国証券取引委 
員会およびニューヨーク証券取引所の規則に従って、 
速やかに株主に開示します。
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本「行動規範」をご精読いただきありがとうござい 
ます。私たちが今後直面する可能性のある、あらゆる 
倫理的な場面をすべて挙げるのは不可能です。本「行動 
規範」に記述されている指針は一般論であり、具体的 
な方針や手順については当社の SP&Pで補完して 
いますので併せてご確認ください。当社とクライアント 
のために高水準の誠実性を守るため、行動規範に 
加えて、皆様の的確な判断力を信頼しています。IPG
全社員がこの規範の文面と精神に則って行動すること
を期待しています。これらの指針を心に留め、私たちは 
今後も、一体化、透明性、そして創造性における評判 
を維持していきます。

おわりに
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行動規範に関するコンプライアンス証明書

私は IPGの行動規範を受け取り、注意深く読み確認したことを、本証明書によって認めます。私はここに含ま 
れる条件に従うことに同意します。私は行動規範または会社の規程に基づき、不正問題または不正のように見える
問題を生じさせる可能性のある一定の行為または無作為、あるいは行為の過程を行う前に、現地の人事部長に、
場合によっては IPG人事部、IPG法務部または最高リスク管理責任者に相談し、助言を求めなければならないこと 
を理解します。また、私は、IPGまたはその子会社で有するすべての企業方針、計画や契約にかかわらず、適用
される法律または規制への違反の可能性に関して、予告なく政府や政府機関に対し情報提供を行う権利を持ち、 
これについて私が報復を受けることがないということを、理解しています。私はコンプライアンス・レポート・フォーム 
を使用して、潜在的な利益相反もしくはそのほかの例外を開示します。

氏名： 

日付： 
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Interpublicやその子会社の社員は、この行動規範の内容を注意深く読み、従う必要があります。このフォー
ムは、利益相反についての報告や、疑問や問題が生じた際の質問用紙として使用できます。書面で提出したいレポー
トや質問がない限り、この書類を記入・送付する必要はありません。

以前開示したものも含め、すべての開示を毎年行う必要があります。この開示要件は IPG およびその子会社 (以
下「当社」と総称する ) の国内外の全支社と当社の全取締役、全役員、全従業員に適用されます。「利益相反」
とは、個人的な利益が会社の利益の妨げとなるような状況を指します。利益相反が発生していることがすなわち 
IPG 行動規範の違反を意味するわけではありません。しかしながら、そのことを報告する (必要な場合は承認
も取る ) 義務を怠ることは違反です。また、利益相反のように見える状況さえも避けるということも重要です。次
の開示フォームの「家族または同居人」という言葉は、配偶者、同棲相手、子、兄弟姉妹、両親、義父母、そ
の他親戚の人、同じ住所に住む人の意味で使われます。

記入したフォームは、現地の人事部長宛に提出してください。ただし、問題が特に機微と思われる場合、現地の
人事部長や IPG人事部、IPG法務部または IPGの最高リスク管理責任者に直接提出することもできます。余白
が足りない場合は、追加ページを付け加えてください。

コンプライアンス・レポート・フォーム
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1.  当社が使用するベンダーまたは第三者 (「当社ベンダー」) に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれ
らをすべて開示してください。

a.  ご自身を含むご家族または同居人の中に、当社ベンダーで多大な所有者権益を保有している方または重
要な役職に就いている方はいますか。

b.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか期間の短い方) にあなたは、ご自身またはご家族、同居人
が所有者権益を保有している、または重要な役職に就いている当社ベンダーに何らかの事業について言
及したことがありますか。

c.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか期間の短い方) にあなたは、当社取引において個人的な経
済的利害関係を持ったことがありますか (当社ベンダーまたはその他第三者から紹介料を受け取ったな
ど)。

d.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか期間の短い方) にあなたは、当社の元従業員に当社事業に
ついて言及したことがありますか。

   はい

   いいえ

上記質問に 1 つでもはいと回答した場合は、次の欄にその個人、利益、役職、取引、その他関連する情報をすべて記
入し開示してください。

2.  当社の競合企業に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してください。

a.  ご自身を含むご家族または同居人の中に、当社の競合企業で多大な所有者権益を保有する方または重
要な役職に就いている方あるいは当社の競合企業にサービスを提供する方はいますか。 

   はい

   いいえ

次の空欄に競合企業での利益または役職についての詳細をすべて記入し開示してください。

コンプライアンス・レポート・フォーム
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3.  当社のクライアント企業に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してください。

a.  ご自身を含むご家族または同居人の中に、当社クライアント企業で多大な所有者権益を保有している方
または重要な役職に就いている方はいますか。

   はい

   いいえ

次の空欄にクライアント企業での利益または役職についての詳細をすべて記入し開示してください。

4.  ご家族または同居人で当社に在籍する方に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してくだ
さい。

a.  ご家族または同居人の中に当社に在籍している方はいますか。あるいは過去 24 か月間または当社在籍
中 (いずれか期間の短い方) にあなたは、当社でのご家族または同居人の採用にかかわったことがありま
すか。

   はい

   いいえ

次の空欄にご家族または同居人の役職について詳細を記入し開示してください。
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5. 贈答品に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してください。

a.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか期間の短い方) にあなたは、当社ベンダーまたはクライア
ント、その他の当社取引先から「400 米ドルを超える贈答品」と「当社の贈答品に関する方針 (SP&P 
118) に従い承認されていない贈答品」の両方の条件を満たす贈答品を受け取ったことがありますか。

   はい

   いいえ

次の空欄に該当する贈答品についての詳細をすべて記入し開示してください。

6.  当社在籍中に社外で仕事をすることに関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらをすべて開示してく
ださい。

a.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか短い方) にあなたは現在の役職または職務内容に関連また
は類似する社外の仕事 (有償、無償を問わない) に従事したことがありますか。

b.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか短い方) にあなたは次のいずれかに当てはまる状況で他社ま
たは他組織のために働いたことがありますか。(1) 当社敷地内で (2) 当社リソースを使用して (3) 勤務時間
中に (有償、無償を問わない)。

c.  あなたは現在、当社の利益相反に関する方針 (SP&P 557) に従い承認されていない、他社の取締役会
またはそれに相当する組織で役職を務めていますか。

d.  過去 24 か月間または当社在籍中 (いずれか短い方) にあなたは、当社または当社ベンダーに影響を与え
自分が重要な役職を務めている組織に対して慈善寄付または無報酬の仕事をさせたり、相場以下の料金
でサービスを提供させたりしたことがありますか。

   はい

   いいえ

上記質問に 1 つでも「はい」と回答した場合は、次の空欄にその社外の仕事、役職、寄付についての詳細をすべて記
入し開示してください。
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7. 政府機関に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してください。

a.  ご自身を含むご家族または同居人の中に、(1) 当社の取引・交渉先となりうる政府機関の職員または関
係者で、かつ (2) 当社ビジネスに関連する同政府機関の判断に影響を及ぼす立場の方はいますか。

   はい

   いいえ

次の欄にご自身またはご家族、同居人が就いている、政府機関での役職についての詳細をすべて記入し開示して 
ください。

8.  PricewaterhouseCoopers (「PwC」) に関連し、次に該当する利益相反がある場合はそれらを開示してくだ
さい。

a.  あなたは元 PwC またはレガシー企業の元パートナーまたはスタッフ メンバーですか。またはご家族あ
るいは同居人に現在 PWC の企業パートナーまたはスタッフ メンバーの方はいますか。

   はい

   いいえ

ご家族または同居人の中に現在 PwC の企業パートナーまたはスタッフ メンバーの方がいる場合は、次の空欄にそ
の方の氏名と勤務先となる PwC オフィスの場所を記入し開示してください。ご自身が元 PwC パートナーまたは
スタッフ メンバーであり、現在も PwC との間に IPG 方針で禁止されている資本残高または金融取引がある場合
は、これについて開示してください。
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9. その他従事している活動がある場合はそれらを開示してください。 

a.  ご自身を含むご家族または同居人の中に、当社のビジネス上の利益と相反する可能性のある活動または
行動規範に違反する可能性のある活動に従事している方はいますか。

   はい

   いいえ

下の空欄に該当する活動をすべて記入し開示してください。
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